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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期

第3四半期連結
累計期間

第89期
第3四半期連結
会計期間

第88期

会計期間

自平成20年
　4月 1日
至平成20年
　12月31日

自平成20年
　10月 1日
至平成20年
　12月31日

自平成19年
4月 1日

至平成20年
3月31日

売上高（百万円） 13,632 4,591 20,681

経常損益（百万円） △335 185 42

四半期（当期）純損益（百万円） △423 173 90

純資産額（百万円） － 5,336 6,845

総資産額（百万円） － 16,764 19,099

１株当たり純資産額（円） － 150.73 197.00

１株当たり四半期（当期）純損益金額（円） △12.21 4.99 2.60

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 31.2 35.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
91 － 1,053

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△164 － △122

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△48 － △948

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 1,694 1,775

従業員数（人） － 1,231 1,212

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 1,231(75)

　（注）１．従業員数は当社グループからグループ外への出向者を除く就業人員数であります。

２．従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 540 (41)

　（注）１．従業員数は当社から社外への出向者を除く就業人員数であります。

２．従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の染色加工部門の生産実績を示すと、次のとおりであります。

事業部門
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

染色加工（繊維事業）　（百万円） 3,278

合計（百万円） 3,278

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における染色加工業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

事業部門 受注高（百万円） 受注残高（百万円）

染色加工（繊維事業） 3,393 1,126

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

繊維事業  

　染色加工 3,258

　繊維製品等販売 1,012

繊維事業計　（百万円） 4,271

不動産賃貸事業（百万円） 24

機械販売事業（百万円） 113

倉庫事業（百万円） 102

保育サービス事業（百万円） 225

システム事業（百万円） 84

その他の事業（百万円） 0

小計（百万円） 4,822

セグメント間取引（百万円） △231

合計（百万円） 4,591

　（注）１．主な相手先の販売実績については、総販売実績に対する割合がいずれも100分の10未満のため、記載を省略し

ております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　(1)業績の状況

　当第3四半期連結会計期間における、我が国経済は、米国大手証券会社の破綻を発端とする世界的な金融危機、

景気減速により、円高や株安が急速に進行し、企業収益が大幅に減少、雇用情勢も急激に悪化し、消費者マインド

が一段と冷え込むなど、今後も更に景気の下振れが懸念される状況で推移しました。

 当社グループが主力とする染色加工業界においては、個人消費の不振により店頭での衣料品販売が大幅に落ち

込み、また急激な円高を背景に輸出向け受注が大幅に減少するなど、極めて厳しい状況で推移しました。

　このような厳しい状況の下、当社グループでは、主力の繊維事業の売上維持を図る為に、独自の染色加工技術を

活かしお客様に安心・安全を提供できる商品の拡販、加工料金改定の推進、同業者からの事業継承や業務提携に

よる事業領域の拡大などに積極的に取り組みましたが、金融危機以降の急激な市況の冷え込み、受注環境の悪化

の影響は大きく、当第3四半期連結会計期間の売上高は4,591百万円と減収となりました。しかし、売上面におい

ては、加工料金価格の改定、ニットプリントの受注増加など同業者からの事業継承効果による売上単価の改善、

コスト面においては、全社的な原価低減・品質改善活動、人員抑制等による労務費圧縮など、徹底した経費削減

に努めた成果により、当第3四半期連結会計期間の営業利益は257百万円、経常利益は185百万円、法人税等を控除

した四半期純利益は173百万円と利益を確保しました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①繊維事業

　染色加工部門は、国内においては、高単価のニットプリント受注の増加、加工料金の価格改定、採算重視による

受注構成見直しにより平均売上単価は上昇しました。しかし、金融危機以降、景気悪化により消費者の節約志向

は一段と強まり、百貨店やアパレルを中心に衣料品販売は不振を極め、円高進行による輸出不振もあり売上数量

は減少しました。また海外子会社においても、世界的な景気後退を背景に主力の対米輸出、対日輸出向けの受注

が減少し、更に現地通貨安の邦貨換算額による影響もあり、染色加工部門の売上高は3,258百万円となりました。

　繊維製品等販売部門は、国内においては、消費不振から婦人衣料用途のテキスタイル販売が低迷したことに加

え、不採算販売の絞込みの影響もあり、量販店向け製品売上が落ち込みました。また海外においても世界的な景

気減速に伴う市況悪化により、輸出を中心にテキスタイル販売が低迷した結果、繊維製品販売部門の売上高は

1,012百万円となりました。

　以上の結果、繊維事業の売上高は4,271百万円と減収となりましたが、国内における売上単価の上昇や、徹底し

た原価低減・品質改善活動によるコスト削減の成果、人件費の抑制効果により、営業利益は227百万円となりま

した。

②不動産賃貸事業 

  新規取扱い物件はなく、売上高24百万円、営業利益は20百万円となりました。

③機械販売事業

　主力マーケットである染色加工業界の低迷により、売上高113百万円、営業利益は7百万円となりました。

④倉庫事業

　景気悪化の影響により荷物取扱量が伸びず、売上高102百万円、営業損失は1百万円となりました。

⑤保育サービス事業

　社会的な保育サービス需要の高まりを背景に積極的な営業展開を図った結果、事業所、病院やレジャー施設な

どの付属保育所の受託が増加し、売上高225百万円と増収となり、営業利益は13百万円となりました。

⑥システム事業

　景気停滞に伴うソフトウエア開発の受注不振、また市場での受注競争激化により、売上高84百万円、営業損失は

7百万円となりました。

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

　非繊維事業において保育サービス事業が好調に推移しましたが、消費不振に伴う衣料品販売の大幅減少など市

況の急激な悪化により主力の繊維事業の売上は低迷しました。しかし、徹底した原価低減・品質改善活動による

コスト削減の成果、人件費の抑制効果により、売上高は3,954百万円、営業利益は281百万円となりました。
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②東南アジア

　世界的な景気後退の影響により、インドネシア子会社、タイ子会社とも主力の対米輸出や対日輸出向けの受注、

また内地向けの受注が低迷しました。加えて原材料価格の高騰の影響も大きく製造原価の上昇が収益を圧迫し

た結果、売上高は791百万円、営業損失18百万円となりました。

 

　(2)キャッシュ・フローの状況

　当第3四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動により10百万円の増加、投資活動により

261百万円の減少、財務活動により494百万円の増加となった結果、第2四半期連結会計期間末と比べ304百万円増

加し、1,694百万円となりました。

　当第3四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純利益188百万円を計上しましたが、減価償却費173百万円、売上債権の増加額512百万円、

仕入債務の増加額199百万円等により、10百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出270百万円等により、261百万円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金純増加による収入519百万円、長期借入による収入153百万円、長期借入金の返済による支出177百万

円等により、494百万円の収入となりました。

 

  (3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第3四半期連結会計期間において重要な変更及び新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありま

せん。

 

  (4）研究開発活動

　　当第3四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、26百万円であります。

　なお、当第3四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,142,529 36,142,529

東京証券取引所

(市場第一部)

名古屋証券取引所

(市場第一部)

単元株式数は1,000株
であります。

計 36,142,529 36,142,529 － －

　 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 36,142,529 － 4,300 － 1,075
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（５）【大株主の状況】

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

 

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】　

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － －　 －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式)

普通株式    1,442,000

　　　　　

－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式   34,287,000 34,287同上

単元未満株式 普通株式      413,529－ －

発行済株式総数 36,142,529 － －

総株主の議決権 － 34,287 －

　（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が14,000株(議決権14

個)含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式377株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

東海染工株式会社

愛知県清須市西枇杷島町

子新田１番地の２
1,442,000－ 1,442,000 3.99

計 － 1,442,000－ 1,442,000 3.99

　（注）　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
　４月

　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高（円） 118 148 142 120 108 107 91 85 74

最低（円） 104 113 115 98 97 81 51 61 61

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)によるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　(1）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

　常務取締役
グループ技術担当

タイ東海担当
　常務取締役

グループ技術担当

名古屋事業所長

タイ東海担当

井　上　文　継　 平成20年８月１日

　取締役
名古屋事業所長

開発技術部担当
　取締役　 開発技術部長 鷲　　裕　一　 平成20年８月１日　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,694 1,775

受取手形及び売掛金 ※3
 4,587 5,115

商品 135 210

製品 192 104

原材料 420 427

仕掛品 474 598

繰延税金資産 166 253

その他 557 667

貸倒引当金 △3 △10

流動資産合計 8,227 9,142

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,759 1,816

機械装置及び運搬具（純額） 2,699 2,643

土地 1,823 2,676

建設仮勘定 227 52

その他（純額） 63 55

有形固定資産合計 ※1
 6,574

※1
 7,244

無形固定資産

のれん 34 40

その他 31 33

無形固定資産合計 66 73

投資その他の資産

投資有価証券 1,571 2,318

繰延税金資産 3 7

その他 322 313

貸倒引当金 △1 △0

投資その他の資産合計 1,896 2,638

固定資産合計 8,536 9,957

資産合計 16,764 19,099
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,595 2,861

短期借入金 3,434 3,384

未払法人税等 68 75

賞与引当金 134 263

その他 1,439 1,388

流動負債合計 7,673 7,972

固定負債

社債 － 40

長期借入金 1,029 1,321

退職給付引当金 2,247 2,186

役員退職慰労引当金 315 314

負ののれん 27 32

その他 135 385

固定負債合計 3,754 4,280

負債合計 11,428 12,253

純資産の部

株主資本

資本金 4,300 4,300

資本剰余金 3,052 3,053

利益剰余金 △796 △151

自己株式 △331 △330

株主資本合計 6,224 6,871

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 30 355

繰延ヘッジ損益 － △5

土地再評価差額金 － 520

為替換算調整勘定 △1,024 △903

評価・換算差額等合計 △994 △33

少数株主持分 105 7

純資産合計 5,336 6,845

負債純資産合計 16,764 19,099
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 13,632

売上原価 12,479

売上総利益 1,153

販売費及び一般管理費 ※
 1,446

営業損失（△） △293

営業外収益

受取利息 9

受取配当金 37

有価証券償還益 122

雑収入 48

営業外収益合計 218

営業外費用

支払利息 89

退職給付費用 96

為替差損 22

雑支出 52

営業外費用合計 260

経常損失（△） △335

特別利益

固定資産売却益 9

投資有価証券売却益 6

移転補償金 20

貸倒引当金戻入額 6

特別利益合計 42

特別損失

事務所移転費用 5

特別損失合計 5

税金等調整前四半期純損失（△） △298

法人税、住民税及び事業税 45

法人税等調整額 59

法人税等合計 105

少数株主利益 20

四半期純損失（△） △423
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 4,591

売上原価 3,892

売上総利益 699

販売費及び一般管理費 ※
 441

営業利益 257

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 11

雑収入 16

営業外収益合計 30

営業外費用

支払利息 26

退職給付費用 34

為替差損 12

デリバティブ評価損 13

雑支出 15

営業外費用合計 102

経常利益 185

特別利益

固定資産売却益 △0

貸倒引当金戻入額 3

特別利益合計 3

税金等調整前四半期純利益 188

法人税、住民税及び事業税 2

法人税等調整額 18

法人税等合計 21

少数株主損失（△） △6

四半期純利益 173
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △298

減価償却費 493

デリバティブ評価損益（△は益） 13

有価証券償還損益（△は益） △122

移転補償金 △20

退職給付引当金の増減額（△は減少） 60

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6

賞与引当金の増減額（△は減少） △128

受取利息及び受取配当金 △47

支払利息 89

為替差損益（△は益） 1

有形固定資産売却損益（△は益） △9

売上債権の増減額（△は増加） 451

たな卸資産の増減額（△は増加） 42

仕入債務の増減額（△は減少） △197

未払費用の増減額（△は減少） △44

その他 △103

小計 172

利息及び配当金の受取額 47

利息の支払額 △90

移転補償金の受取額 20

法人税等の支払額 △58

営業活動によるキャッシュ・フロー 91

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 306

補助金の受取額 111

有形固定資産の取得による支出 △627

有形固定資産の売却による収入 12

投資有価証券の売却による収入 11

その他 22

投資活動によるキャッシュ・フロー △164

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 357

長期借入れによる収入 253

長期借入金の返済による支出 △514

社債の償還による支出 △40

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △104

財務活動によるキャッシュ・フロー △48

現金及び現金同等物に係る換算差額 41

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △80

現金及び現金同等物の期首残高 1,775

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,694
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

会計処理基準に関する事項

の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更
　たな卸資産
　　通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として低価法によっており
ましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企
業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、原価法（貸借対照
表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。
　　なお、これによる損益へ与える影響はありません。

 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適
用

　　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理
に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用してお
ります。
　　なお、これによる損益へ与える影響はありませんが、四半期連結貸借対照表の土地再
評価差額金が520百万円減少し、期首利益剰余金が117百万円減少しております。ま
た、土地再評価差額金につき前連結会計年度までは再評価積立金として表示してお
りました。

 （3）リース取引に関する会計基準の適用
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会
計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日
改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月
30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務
諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間
からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の
減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。
　　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し
ております。
　　これによる損益へ与える影響はありません。

 

EDINET提出書類

東海染工株式会社(E00563)

四半期報告書

17/24



【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間 （自　平成20年４月１日  至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間 （自　平成20年４月１日  至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【追加情報】

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

　（固定資産売却益）

　当社の四半期決算手続きは、「累計差額方式」を採用しております。また、在外子会社の収益、費用の本邦通貨への換算

基準は決算日の直物為替相場により円貨に換算する方法を採用しております。そのため、第１四半期連結会計期間に認識

いたしました在外子会社の固定資産売却益が為替変動の影響を受けて0百万円減少し、その結果、当第３四半期連結会計

期間にかかる３ヶ月情報がマイナス表示されております。 

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額　  22,986百万円

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額　23,384百万円

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

　２　偶発債務

　　　関係会社　㈱東海トレーディング

L/C連帯保証  109百万円

銀行借入の保証     40百万円

合計       149百万円

　２　偶発債務

　　　関係会社　㈱東海トレーディング

L/C連帯保証 72百万円

銀行借入の保証 40百万円

合計 112百万円

　　　この他、新潟染工㈱に対し、同社取引先への営業　　取引

保証（上限100百万円）を行っております。 

　　　この他、新潟染工㈱に対し、同社取引先への営業　取引

保証（上限100百万円）を行っております。  

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が、四半期連結会計期間期末残高から除

かれております。

　　 　　受取手形　　　　　　　　193百万円　　　　　　　　　

※３　　　　―――――――――――――――　
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

従業員給料手当    703百万円 

賞与引当金繰入額   45百万円 

退職給付引当金繰入額   43百万円 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

従業員給料手当       173百万円 

賞与引当金繰入額 45百万円 

退職給付引当金繰入額     14百万円 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,694百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物 1,694百万円

 

 

 
 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年

12月31日）

　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  36,142千株

　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,443千株

　３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　４．配当に関する事項

 配当金支払額

 

（決議）
株式の種類 配当金の総額

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 104百万円 3円  平成20年３月31日 平成20年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 
繊維事業
(百万円)

不動産
賃貸事業
(百万円)

機械販売
事業
(百万円)

倉庫事業
(百万円)

保育サー
ビス事業
(百万円)

システム
事業
(百万円)

その他の
事業　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                                         

(1）外部顧客に対

する売上高
4,270 19 5 3 225 64 0 4,591 - 4,591

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

0 4 107 98     - 19 - 231 (231) - 

計 4,271 24 113 102 225 84 0 4,822(231)4,591

営業利益又は営業

損失（△）
227 20 7 △1 13 △7 △1 257 　- 257

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 
繊維事業
(百万円)

不動産
賃貸事業
(百万円)

機械販売
事業
(百万円)

倉庫事業
(百万円)

保育サー
ビス事業
(百万円)

システム
事業
(百万円)

その他の
事業　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                                         

(1）外部顧客に対

する売上高
12,705 59 18 38 660 147 3 13,632 - 13,632

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

0 13 231 305 - 59 - 610 (610) - 

計 12,705 72 250 343 660 206 3 14,242(610)13,632

営業利益又は営業

損失（△）
△359 58 12 5 48 △55 △4 △293 (0)△293

　（注）１．事業の区分方法は、製品の種類及び性質により区分しております。

２．各事業の主な製品

　　（1）繊維事業……………天然繊維織物加工、合成繊維織物加工、編物加工、技術指導料、買取二等反売　

　　　　　　　　　　　　　 上、テキスタイル（衣料関連、インテリア関連、スポーツ関連等）、縫製品（

　　　　　　　　　　　　　 パンツ、パジャマ、カジュアルシャツ等）

　　（2）不動産賃貸事業……事業用土地、店舗、駐車場、住宅、保養施設の賃貸

　　（3）機械販売事業………染色関連開発機器・工業薬品の分析装置の販売等

　　（4）倉庫事業……………繊維製品等の荷役・保管等

　　（5）保育サービス事業…ベビーシッターサービス、託児所での保育サービス

　　（6）システム事業………ソフト開発の請負等

　　（7）その他の事業………包装資材販売等
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）

東南アジア

（百万円）

北米

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 3,804 787 - 4,591 - 4,591

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
150 4 - 154 (154) - 

計 3,954 791 - 4,745 (154) 4,591

営業利益又は営業損失（△） 281 △18 △6 256 (1) 257

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）

東南アジア

（百万円）

北米

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 10,802 2,829 - 13,632  - 13,632

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
273 6 - 280 (280) - 

計 11,075 2,836 - 13,912 (280) 13,632

営業利益又は営業損失（△） △279 3 △19 △295 (2) △293

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　(1) 東南アジア……タイ・インドネシア

　　(2) 北米……………アメリカ

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 365 151 212 730

Ⅱ　連結売上高（百万円）    4,591

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
8.0 3.3 4.6 15.9

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,100 1,032 934 3,066

Ⅱ　連結売上高（百万円）    13,632

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
8.1 7.6 6.9 22.5

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1)　北米……………アメリカ

　(2)　アジア…………中国・韓国・その他

　(3)　その他の地域…欧州・中近東・豪州・中南米・アフリカ・その他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の仕向地により区分した売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 150.73円 １株当たり純資産額 197.00円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△12.21円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額

  
4.99円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失(△)（百万円） △423 173

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△423 173

期中平均株式数（千株） 34,703 34,699

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

東海染工株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷口　定敏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市之瀬　申　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海染工株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海染工株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

東海染工株式会社(E00563)

四半期報告書

24/24


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

